添　付　書　類　一　覧　表
１．登記簿謄本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　２．定款　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３．組合員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３ページ参照）
４．直前２年間の工事経歴書　　　　　　　　　　　　　　（２４ページ参照）　　　　　　　　　
５．直前２年間の脱退組合員名と脱退の理由　　　　　　　（２５ページ参照）
６．直前２年間の脱退組合員が施工を担当した工事の名称と被配分額

（２６ページ参照）
７．共同受注を希望する工事種別ごとの直前２年間の年間平均工事高
（２７ページ参照）
８．事業計画書

　９．総会及び理事会の議事録

○１０．組合指導者の組合事業に関連する経歴書　　　　　　　（２８ページ参照）　　　　　　　　　　　　
１１．資格登録先及び審査決定による格付の一覧表　　　　　（２９ページ参照）　　　　　　　　　
○１２．組合事務所一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０ページ参照）　　　　　　　　　
１３．事務局役職員の一覧表　　　　　　　　　　　　　　　（３１ページ参照）　　　　　　　　　
○１４．建設業の経営業務の管理責任者の経歴書　　　　　　　（３２ページ参照）　　　　　　　　　
１５．技術職員の資格を証明するもの及び実務経歴　　　　　（３３ページ参照）
１６．役職員の給与の源泉徴収票

１７．組合事務所の所有又は賃借を証する書類の写し

○１８．共同受注委員会規約　　　　　　　　　　　　　　　　（３４ページ参照）　　　　　　　　　
○１９．共同受注委員会規約制定の決議書（総会議事録）　　　（３６ページ参照）
２０．共同受注委員委嘱状の写し　　　　　　　　　　　　　（３８ページ参照）
○２１．企画・調整委員会規約　　　　　　　　　　　　　　　（３９ページ参照）　　　　　　　　　
○２２．企画・調整委員会規約制定の決議書（総会議事録）　　（３６ページ参照）　　　　　　　　　
２３．企画・調整委員委嘱状の写し　　　　　　　　　　　　（４１ページ参照）
○２４．官公需共同受注規約　　　　　　　　　　　　　　　　（４２ページ参照）　　　　　　　　　
○２５．官公需共同受注規約制定の決議書（総会議事録）　　　（３６ページ参照）　　　　　　　　　
２６．直前２年間の配分状況　　　　　　　　　　　　　　　（５１ページ参照）
２７．共同受注検査委員委嘱状の写し　　　　　　　　　　　（５７ページ参照）
２８．共同受注検査員委嘱状の写し　　　　　　　　　　　　（５８ページ参照）
２９．決算関係書類
３０．収支予算書
３１．誓約書
３２．建設業許可書の写し
※１　中央会提出分については、事実確認のため上記すべての書類をご提出下さい。併せて、共同受注工事検査委員会規約、共同受注工事検査規約、共同受注工事検査員服務規程
（５２ページ～５６ページ参照）もご提出下さい。
※２　更新時における関東経済産業局提出分については、上記○印を付した添付書類に限り、その内容に変更がないことを組合の宣約（「２３．契約書」）及び中央会の事実確認により確認できる場合には、提出を省略することができます。
※３　上記○印を付した添付書類を省略する場合には、項目を削除せず下記の通りに記載して下さい。
（例）２．定款･････････（省略）
※４　共同受注事業に関連する議案を審議した理事会議事録については省略できません。
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